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当社及び、当社子会社による 
行政訴訟提起のお知らせ 

 
 
 当社子会社の株式会社ショーワコーポレーション（以下、「ショーワコーポレーション」とい

う。）と当社は、平成 22年 12 月 3 日及び平成 22年 12 月 6 日に、被告を国、処分行政庁を証券

取引等監視委員会（以下、「同委員会」という。）として差押処分の取消を求める行政訴訟を東京

地方裁判所に提起いたしましたのでお知らせいたします。 

 

１．提訴に至った経緯 

当社及びショーワコーポレーションに対し、当社が平成 20 年 6月 27 日に実施した第三者

割当増資につきまして、平成 22 年 6 月 8 日に同委員会により架空増資の疑いがあるなどと

して調査がありました。 

当社及びショーワコーポレーションは、平成 20 年 6 月 27 日に行った第三者割当増資は、

意思決定から、増資資金の払い込み、株式発行手続きまですべて適法に行われていることか

ら、当該嫌疑事実は全く違法性がないと考えており、これまでも上記嫌疑を晴らすべく、同

委員会の調査に積極的に協力してきました。 

しかしながら、当社及びショーワコーポレーションは、既に調査開始から6か月が経過し、

十分に調査の期間があったにも関わらず、同委員会からは正式な連絡や説明が無い状態が続

いており、当社等が長期間に亘って取引先様の信用失墜等の不利益を被っている状態が続い

ております。 



以上の経緯を踏まえた上で、同委員会による差押えは、嫌疑事実と全く関係のない物件を

対象とするなど、看過できない多くの違法性が認められることから行政訴訟により差押処分

の取り消しを求めるに至りました。 

 

当社といたしましては上記記載の理由に加え、当該訴訟の出訴期間の満了が迫っているこ

と、又、この間の株価の低迷や当社の信頼失墜等の影響により、当社の株主様が被っている

損害を看過することはできず、やむなく訴訟を提起することといたしました。 

 

２．訴訟の内容 

原告 昭和ホールディングス㈱ ㈱ショーワコーポレーション 

被告 日本国 日本国 

処分行政庁 証券取引等監視委員会 

証券取引特別調査官 

証券取引等監視委員会 

証券取引特別調査官 

提起日 平成 22 年 12 月 6 日 平成 22 年 12 月 3 日 

提起した裁判所 東京地方裁判所 東京地方裁判所 

提訴内容 処分行政庁が実施した調査に

伴う差押処分の取消請求 

処分行政庁が実施した調査に

伴う差押処分の取消請求 

 

３．今後の見通し 

  本訴訟につきましては、上記に記載いたしました通り、金銭的補償を求めるものではござ

いませんので当社の業績への影響はございません。 

 しかしながら、本訴訟を通じ、当該調査に伴い多大なご心配をおかけしている、取引先、

従業員、株主の皆様に対して、信用回復をはじめとした有形無形の損害回復には必要である

と当社は判断しております。 

 

株主の皆様、投資家の皆様、市場関係者の皆様にはご迷惑・ご心配をおかけしており申し

訳ございませんでした。 

今後とも、顧客・取引先様からの信頼を得ることに加え、株主と社員の幸福に貢献するた

めに全力を尽くしてまいりますので、何卒ご理解を賜りますようよろしくお願い申しあげ

ます。 

以上 
 


